
（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和２年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 45 事業名 葛尾村災害公営住宅家賃低廉化事業 事業番号 (1)-2-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 （8,355（千円））

14,532（千円）

全体事業費 （8,355（千円））

14,532（千円）

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村復興計画(第１次)に基づき、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なく

された帰還困難区域の村民など、経済的理由により住宅再建ができない村民の帰還にあたり、安心して生

活できる居住環境整備として災害公営住宅を整備した。 

入居者の速やかな生活再建に資するため、居住の安定確保を図る。 

事業概要 

 福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なくされた帰還者向けに整備された災害公営住宅に入居し

た村民に対し、経済的支援として家賃の一部を支援する。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

＜葛尾村復興計画（第１次）＞ 

【 P6「1.避難生活の支援」に位置付けられている】 

当面の事業概要 

＜令和２年度＞ 

 家賃低廉化に対する補助 

 対象住宅 

 ・西ノ内集合住宅 木造 2階建集合住宅 8 戸(全戸数 11 戸) 

地域の帰還環境整備との関係 

当村は、東日本大震災による地震及び原子力災害の被災地であり、住宅被害も、地震による損壊、原子

力災害による高線量化、長期避難による野生動物被害など様々であり、村内で生活できる環境を確保し、

速やかな生活再建に資する支援を行うことで帰還促進が図られる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和２年１０月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 46 事業名 葛尾村災害公営住宅家賃低減事業 事業番号 (1)-3-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 （795（千円）） 

1,273（千円） 

全体事業費 （795（千円）） 

1,273（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

葛尾村復興計画(第１次)に基づき、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なく

された帰還困難区域の村民など、経済的理由により住宅再建ができない村民の帰還にあたり、安心して生

活できる居住環境整備として災害公営住宅を整備した。 

入居者の速やかな生活再建に資するため、居住の安定確保を図る。 

事業概要 

 福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なくされた帰還者向けに整備された災害公営住宅に入居し

た低所得者に対し、経済的支援として家賃の一部を支援する。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

＜葛尾村復興計画（第１次）＞ 

【 P6「1.避難生活の支援」に位置付けられている】 

当面の事業概要 

＜令和２年度＞ 

 家賃低減に対する補助 

 対象住宅 

 ・西ノ内集合住宅 木造 2階建集合住宅 4 戸(全戸数 11 戸) 

地域の帰還環境整備との関係 

当村は、東日本大震災による地震及び原子力災害の被災地であり、住宅被害も、地震による損壊、原子

力災害による高線量化、長期避難による野生動物被害など様々であり、町内で生活できる環境を確保し、

速やかな生活再建に資する支援を行うことで帰還促進が図られる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

福島県（葛尾村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和2年10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 53 事業名 大笹酪農施設敷地造成事業【基金型】 事業番号 ◆(5)-43-8-1 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 457,577（千円） 全体事業費 457,577（千円）

帰還環境整備に関する目標 

〈現状〉 

葛尾村では、平成２８年６月に一部帰還困難区域を除き避難指示が解除された後も 、村民の帰還は中々

進まず、解除後３年を経ても本村への帰還率は２０％台に留まっている。震災前の本村の主産業は農業であ

り、水稲、畜産、葉たばこを中心に多様な農業が営まれてきたが、原発事故を受け、風評被害や除染に伴う

地力の低下、後継者の流出など営農環境が大きく変わり、離農を考える農家が少なくない。これが、帰還の

進まない大きな要因の一つであり、本村としても営農再開に向けた様々な取り組みを実施し、農業者の帰還

を促しているところである。 

〈農業復興の方向性〉 

本村の農業再生の拠点として、酪農関連施設を整備し、風評の影響が少なく、安定的な需要及び価格が見

込まれる酪農業の再生を図ることで、村内で新たな雇用を創出するとともに、飼料生産の拡大や地力の回復

等により避難農業者等の営農意欲を高め、農業者の帰還及び村外からの新規参入を促す。 

また、堆肥舎を整備することで良質な堆肥を製造し、主として地域内の農家に供給することにより、除染

で失われた地力を回復し、農産物の収量向上を図るなど、当該大規模酪農事業を中心として地域の耕畜連携

を進め、村内遊休地解消を目指す。 

事業概要 

〈本事業で施設を整備する理由〉 

本村の主産業であった畜産業を復興する基幹事業として酪農関連施設を建設し、帰還して村内畜産業の

再生を担う農業者（法人）を育成する。 

●設備内容及び規模 

基盤整備工事 切土     189,136.00m3   68,272千円  

盛土      34,920.00m3   15,063千円  

土砂等運搬    121,393.60m3   133,529千円  

調節池関連   5,549.00m3   67,101千円  

地下排水関連   628.70ｍ   26,714千円 

上記以外（法面、雨水処理工事等）の工事一式 

       146,898千円 

        工事費計   457,577千円 

※なお、牛舎その他施設、機械等の整備は、基幹事業（県申請）で実施する予定である。 



〈市町村計画等〉 

 ・葛尾村農業再生事業化計画「美しい農がある風景を再び かつらお」より 

１ 基本方針 

安心農業基盤・体制の強化プロジェクト 

① 営農意向を活かした農業拠点地区の整備と経営体制の強化 

○農地の集積化・遊休地活用、ほ場・基盤整備、法人化等の経営体制強化 

○畜産の再建 

３ 農業再生への目標 

○農業生産額 

   平成22年の総生産額は2,081百万円で、その内、農業は278百万円でした。今後は、高品質と付 

加価値型農業を展開し、当面の農業生産額は、平成22年水準の278百万円を目標とします。 

５ 実践に向けて 

（２）畜産（肉用牛【繁殖】）及び酪農 

 ○畜産コントラクターの整備を進め、飼料生産から堆肥の散布までの各作業を支援します。 

 ○草地の有効活用と資源の循環利用を図り、１団地３０頭程度の繁殖牛団地と大規模酪農経営体を

創造します。 

（８）営農参加の促進 

  村外からの新規参入者を受入れる体制を構築し、ＰＲ活動を展開します。 

当面の事業概要 

＜令和元年度＞ 

 測量設計   16,775千円 

＜令和２年度～令和３年度＞ 

造成工事  457,577千円 

地域の帰還環境整備との関係 

本村の基幹産業は農業であり、地域が再生・復興するためには、農業の再生・復興が必要不可欠である。

当事業により整備される酪農関連施設では、帰村者、転入者などを合わせ、村内に新たに１０名の雇用が創

出される見込みであるほか、農業者が酪農に取り組む環境が整備されることにより、今後村の農業を担って

いく意欲ある農業者の帰還または流入が促進されるとともに、村全体の農業振興並びに地域再生を図るこ

とができる。 

関連する事業の概要 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (5)-43-33 

事業名 大笹酪農施設整備事業 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

基幹事業により整備する酪農施設の建設予定地は、切土・盛土等を要するため、施設建設に取りかかる前

に、効果促進事業により造成工事を行う必要がある。 


